
グリーン・コンビナートおおいた推進構想の
実現に向けた動き

第4回「グリーン・コンビナートおおいた」推進会議（令和7年1月14日）



(1)企業間連携等の取組

(2)各種検討課題への対応

ご説明内容

①土地の確保

②県内・九州地域のカーボンニュートラルなどへの貢献

③県外コンビナート地域等との連携

④水素保安規制等への対応

⑤人材の確保・育成
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(1)企業間連携等の取組
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（１）企業間連携等の取組

GX推進セミナー（R6.10.17）
• 大分コンビナート企業協議会、県エネルギー産業企業会と共催でGX推進セミナーを開催

※昨年度に続き２回目

「カーボンニュートラル実現に不可欠な水素等の役割 ー大分県の可能性と今後への期待ー」
東京大学先端科学技術研究センター 杉山 正和 氏

「ENEOSの水素社会実現に向けた取り組み」
ENEOS株式会社 水素事業推進部 副部長 比企 能成 氏

「カーボンニュートラル社会実現に向けた川崎重工の取組」
川崎重工業株式会社 水素戦略本部 プロジェクト統括部 推進部 担当部長 小山 優 氏

特別講演

事例紹介

参加者 ５２名

<3>



（１）企業間連携等の取組

【参考】水素社会推進法（令和６年１０月２３日施行）
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・「価格差に着目した支援」

基準価格（水素等）と参照価格（LNG等）の差額を補助（15年間）＋10年間の供給義務

・「拠点整備支援」

共用設備の整備に充てるための助成金を交付
※価格差支援の公募

申請開始：令和６年11月22日
申請締切：令和７年３月31日

出所）経済産業省HPより作成（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/014_01_00.pdf） <4>
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（１）企業間連携等の取組

国産グリーン水素の地産地消事業モデル
• ENEOSでは、再生可能エネルギー資源が豊富な北海道や大分において、国産グリーン水素の
地産地消事業モデルの可能性を検討中

出所）GX推進セミナー（R6.10.17）でのENEOS提出資料を工業振興課で一部加筆

＜R6＞
・水電解装置用の土地確保の検討（県・大分市と連携）
・水素需要量等の調査（コンビナート企業と連携）

など
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（１）企業間連携等の取組

大分コンビナートにおけるカーボンリサイクル事業の実現可能性調査
・野村総合研究所、カーボンフロンティア機構（JCOAL）、コンビナート高度統合運営技術

研究組合（RING）の３者共同で実施中（R6.4～R7.9 NEDO事業） ※コンビナート関係企業、津久見地区が参画

①現状調査（企業ニーズ、エネルギー・マテリアルバランス など）
②概念設計（CR製造プロセスの前提条件検討、経済性/CO2削減効果の検討評価 など）
③CO2マネジメント調査（マネジメントのあり方、マネジメント事業者に関する検討）

出所）野村総合研究所HPより作成

https://www.nri.com/-
/media/Corporate/jp/Files/PDF/news/info/cc/2024/240531_1.pdf
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（１）企業間連携等の取組

CO2の分離・回収 ＋ CO2の農業利用

・クラサスケミカルと日本製鉄、６つの国立大学
（大分大学等）が連携し、低圧・低濃度ガス
からのCO2を効率的に分離する、革新的分離
材の開発と社会実装を進めている（R4～）

石化系、鉄鋼系それぞれで回収したCO2を原
料とする化学品製造について、クラサスケミカ
ル大分コンビナート内にパイロットプラントを
建設し、実ガスでの化学品製造検証と経済性
評価を実施

ゼオライトの吸着特性 構造柔軟型PCPの
吸着特性

ゼオライトと構造柔軟型PCPのCO2分離メカニズム

構造柔軟型PCPは、材料の構造が柔軟に変化してCO2分子を取り込み、複合

体を形成するため、複合体を安定して作りうるCO2分子のみが取り込め、CO2

の高い選択性が期待できる

CO2の活用例（農業分野）

工場からの排出ガス利用を見据え、生ガス利用による効果検証を開始

・県では、施設園芸におけるCO2利用の可能
性を調査するため、CO2局所施用、ハウス内
環境制御による効果検証、病害虫防除の可能
性の検証を進めている(R6～）

【２０３０年 目標コスト】 6000円以上/t-CO2 → 2000円台/t-CO2

CO2の分離・回収 CO2の農業利用

出所）日本製鉄HPより作成（https://www.nipponsteel.com/news/20221222_100.html）
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（１）企業間連携等の取組

CCS事業化に向けた先進的取組（JOGMEC)
2030年度までのCO2貯留開始に向け、設計作業等について９案件を候補として選定(R6.6.13）

・大分コンビナート関係企業等を排出源とするプロジェクト＝３案件

出所）独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC) の資料より工業振興課 作成

https://www.jogmec.go.jp/news/release/news_10_00191.html
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（１）企業間連携等の取組

【参考】CCS事業法（令和６年１０月２３日施行）

9
出所）経済産業省HPより作成（https://www.meti.go.jp/press/2023/02/20240213002/20240213002-6.pdf）

・貯留場所の試掘・貯留事業の許可制度の創設

・経済産業大臣による実施計画の認可など貯留事業者に対する規制

・CO2の導管（パイプライン）による輸送事業についての届出制度の創設 など

<9>
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（１）企業間連携等の取組

「地産地消型の水素製造・供給ハブ」に関するFS事業（大分市）

＜環境省「令和６年度既存のインフラを活用した水素供給低コスト化に向けたモデル構築・FS事業」採択事業＞

• 2027年度に供用開始予定である「新環境センター」のごみ焼却発電電力及び系統電力をは
じめとする再エネ電源の組み合わせによる水素製造を行い、隣地に整備する水素ステー
ションや近隣需要家への供給を担う「地産地消型の水素製造・供給ハブ」モデルの事業化
に向けた可能性調査を行う（～R7.3末）

出所）大分市HPより作成 https://www.city.oita.oita.jp/o258/20240902h2.html 10
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（１）企業間連携等の取組

下水汚泥の燃料化事業（大分市）

• 下水汚泥処理の安定化とともに、循環型社会の形成等への貢献を目的に実施 （R6.10～）

• 県内9自治体で共同運用し、排出される下水汚泥を燃料化施設に集約の上、固形燃料を製造

出所） 大分市HPより作成 https://www.city.oita.oita.jp/o183/gesuiodeinenryoukajigyou/gesuiodeinenryoukajigyou.html
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(2)各種検討課題への対応

<12>
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（２）各種検討課題への対応

• 「構想」では、その実現に向けた今後の検討課題を整理

①土地の確保 ②県内・九州地域のCNなどへの貢献 ③県外コンビナート地域等との連携

④水素保安規制等への対応 ⑤人材の確保・育成

→ 産学官連携により、引き続き、課題解決に向けた取組を進捗

<13>



（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）
・調査の目的：コンビナートの立地を考慮した効率的な土地確保策の検討材料を整理する
→土地確保の手法を複数案提案し、概算事業費の算出、課題整理等を行う（～R7.3末）

・土地確保の手法（想定）

① 海面埋立 ② ジャケット式桟橋等 ③ メガフロート ④ 既存用地の転用（緑地、メガソーラー発電所用地 等）

14
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（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告） 1．現況特性等の把握

・主に臨港地区における土地利用は、コンビナート企業を中心とする『企業用地』が約８割

・平成25年頃からメガソーラー発電所の立地が進展し、現在は約１割の面積が『メガソー
ラー発電所』用地

・『緑地』も土地利用全体の約１割程度

〇大分港の土地利用状況（企業立地等）

在来貨物取扱

日本製鉄

大分スチレンモノマー クラサスケミカル

南日本造船 三井E＆Sマシナリー九州電力
新大分発電所

大分エル・エヌ・ジー

大分メガソーラー
105ha、82MW
運転開始：2014年3月

Daigas大分みらいソーラー
35ha、26.5MW
運転開始：2013年11月

大分太陽光発電所
(三井造船・三井不動産）
22ha、21MW
運転開始：2013年12月

大分バイ
オマスエ
ナジー

大分瓦斯 住友化学

王子マテリア

コンテナ・
RORO荷役

大野川大分川

５号地
４号地

３号地

２号地
１号地

６号地

７号地

ENEOS

N

大分液化ガス
共同備蓄

大分日吉原太陽光発電所
(三井造船）
46ha、45MW
運転開始：2016年3月

①西大分緑地
1.9ha

②荻原緑地
25.0ha

④松原緑地ほか
25.7ha

⑥家島緑地
5.1ha

⑧舞子浜日吉原
緩衝緑地 21.3ha

⑨舞子浜日吉原
緩衝緑地 18.4ha

⑦舞子浜日吉原
緩衝緑地 40.9ha

⑪日吉原休息緑地
1.2ha

西大分修景緑地
(計画のみ )6.0ha

③乙津緑地
0.4ha

⑤鶴崎その他緑地
5.3ha

かんたん港園

大洲総合運動公園

思い出の森

日岡公園

松原工業公園

堀川緑地公園

浜中公園

金道公園

大在公園
向原公園

⑫坂の市緑地
1.8ha

⑩大在緑地
0.4ha

今井メガソーラー大分細発電所
14.5ha、11.7MW
運転開始：2015年8月

坂の市親水緑地
(計画のみ )1.2ha

住吉緑地
L-2-3

通船待合所植栽
L-4-2

大在公共ふ頭植栽
L-4-3

40M道路植栽
L-4-1

※面積不記載の緑地は、港湾台帳のみに記載のもので参考記載である。

※オレンジ色で示した公園等も参考記載である。

凡 例

：物流（公共貨物）

：企業用地

：メガソーラー

：緑地

<15>



（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）
16

1．現況特性等の把握 〇海域の状況（水域の工作物等）

・『海底地形』は護岸・岸壁前面に沿って水深10m～20m程度だが、港湾区域（ほぼ港域と重
なる）外は水深40m～50mに急激に落ち込む

・1号地、2号地間にはコンビナート企業を結ぶ『油パイプライン』等が設置

・『海底支障物』は港内各所に点在し、6・7号地の地先海域には比較的多くの支障物あり

・『船舶の航行数』は2号地付近が特に多い

日本製鉄シーバース
水深27m、対象船41,000D/W

電力線油パイプ
ライン

放水口

クラサスケミカルシーバース
水深15m、対象船7,000D/T

ENEOSシーバース
水深24m、対象船20,000D/W

大分LNGバース
水深14m、対象船70,000D/W

大分液化ガスドルフィン
水深15m、対象船70,000D/W

海底支障物が比較的多い

図 海底支障物位置図
出典：海上保安庁海洋状況表示システム「海しる」

図 船舶通航量（2020年4月）
出典：海上保安庁海洋状況表示システム「海しる」

水深40m～50m

5号地

4号地

3号地 2号地

1号地

6号地

7号地

ベース図：海図W1219（別府湾）令和6年7月補刷
係留施設：港湾台帳等
パイプライン、支障物等：海図W1247A(大分港東部)令和5年11月補刷、W1247B（大分港西部)令和5年11月補刷

海底ケーブル
（海底波高計に接続）

取水施設

取水施設

図 AIS（船舶自動識別装置）
搭載船航行データ（2017年2月6日～13日）
出典：大分港利用の手引き、平成29年1月、大分県 <16>



（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）
17

1．現況特性等の把握

・『漁業権』は１号地～４号地の地先水面（共同漁業権）と７号地の西側水域（共
同漁業権）に設定

・６号地と７号地の地先水面は、漁業補償により漁業権なし

共同漁業権 第20号

共同漁業権 第21号

港湾区域＋漁業権

出典：海上保安庁海洋状況表示システム「海しる」

〇海域の状況（法定区域等）

<17>



（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）
18

1．現況特性等の把握 〇海域の状況（自然条件等）

・大分港の『風況』は、風速10m/s以上の風は北西から西北西方向が卓越

埋立や構造物設置等の際は、風波等の影響を検討する必要

・大分港周辺の『土質』は、砂～砂質シルト層が分布し、液状化層と評価

埋立計画等の護岸構造検討において護岸基礎の液状化の可能性に留意する必要

・『流入河川』は大分川、乙津川、大野川

埋立や構造物設置等の際は、河川の流下を阻害しないよう、河口法線を侵さない

位置に設置する必要

<18>



（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）
19

1．現況特性等の把握 〇太陽光発電所の状況

・６号地と７号地に4箇所のメガソーラー発電所が稼働

・７号地の後背地に１箇所のメガソーラー発電所が稼働

→ いずれも発電開始から10年前後が経過

大分港周辺の太陽光発電所の概要
太陽光発電所の立地状況

大分メガソーラー
105ha、82MW
運転開始： 2014 年3月

Daigas大分みらいソーラー
35ha、26.5MW
運転開始：2013 年11月

大分太陽光発電所
(三井造船・三井不動産）
22ha、21MW
運転開始： 2013 年12月

６号地

大分日吉原太陽光発電所
(三井造船）
46ha、45MW
運転開始：2016 年3月

今井メガソーラー大分細発電所
14.5ha、11.7MW
運転開始： 2015 年8月

7号地

運転開始 期間終了

大分メガソーラー
6号地（大分港
工業用地）

大分メガソーラー
合同会社

105ha 82MW 2014年3月 2034年2月

Daigas大分みらい
ソーラー

6号地（大分港
工業用地）

Daigas大分みらい
ソーラー株式会社

35ha 26.5MW 2013年11月 2033年4月

大分太陽光発電所
7号地（大分港
工業用地）

三井不動産
株式会社

22.4ha 21MW 2013年12月 2033年11月

大分日吉原太陽光
発電所

7号地（大分港
工業用地）

大分日吉原ソー
ラー株式会社

46ha 45MW 2016年3月 2036年2月

今井メガソーラー
大分細発電所

大分市細
合同会社今井メガ
ソーラー
大分細発電所

14.5ha 11.7MW 2015年8月 2035年7月

出典：「事業計画認定情報公表用ウェブサイト2024年11月30日時点」(経済産業省資源エネルギー庁)等から作成

施設名称 場所 発電事業者 面積 発電出力
運用期間

<19>



5号
地

4号
地

3号
地

2号
地

1号
地

6号
地

7号地

（２）－① 土地の確保

土地確保可能性調査（中間報告）

20
２．土地確保方策の検討 〇海域における土地確保方策（素案）

最終とりまとめに向け（〜R7.3末）、
・海域（埋立、ジャケット、メガフロート）と陸域（緑地、メガソーラー等）での

各工法ごとの概算事業費の算出と比較
・各工法の課題整理
・短中期的/長期的な観点に立った土地確保パターンの組み合わせの検討 などを実施

〇『海域』の土地確保可能地について、次の選定条件から検討

・条件1：水深 整備費用や現実性に鑑み、水深１０ｍ程度までを基本としつつ、地形・沖防波
堤配置等に基づき２０ｍ程度までを対象

・条件2：港湾計画 港湾計画で「将来構想」の位置付けがあるエリア（かつ、コンビナート地
帯に近接しているエリア）を想定

・条件3：既存利用との整合 海岸保全事業など実施中の事業計画、取排水口・パイプライン・
電線等の既存インフラ、船舶航行に影響のない範囲

→ 海面で数１０ha～１００haの土地確保のポテンシャル

-----：国直轄による海岸保全事業

<20>



（２）－② 県内・九州地域のCNなどへの貢献

「森林 J-クレジット」に関する連携協定
• 大分コンビナート企業協議会、大分県（県営林）、大分県森林組合連合会の３者間で

森林J-クレジットに関する連携協定を締結（R6.11.27）
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・大分コンビナート ①環境貢献企業としてのPR効果 ②企業評価の向上 ③製品・ｻー ﾋ゙ ｽの差別化 ④ﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ機会獲得 など
・大分県 ／ 県森連 ①ﾗﾝﾆﾝｸ゙ ｺｽﾄの低減 ②ｸﾚｼ゙ ｯﾄ売却益 ③地球温暖化対策への取組に対するPR効果 ④新たなﾈｯﾄﾜー ｸの構築 など

〇3者の課題

大分県（県営林）
県 森 連

〇協定内容（主要箇所）

【甲・・・大分ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ企業協議会 乙・・・大分県（県営林） 丙・・・大分県森林組合連合会】
・甲は乙及び丙の会員が創出・販売する森林Ｊ-クレジットを、甲の会員が率先して購入することを通じて、適切な森林管理に貢献する。
・乙及び丙（丙の会員を含む。）は森林Ｊ-クレジットを積極的に創出し、販売に際しては、甲への情報提供により積極的な購入を促すとともに、
その売却益を適切な森林管理等に利用する。

→ 今後、本格的な創出が見込まれるJ-クレジットの安定的な売り先（予見可能性）を確保したい

大分コンビナート
ＣＮの実現に向け、次世代ｴﾈﾙｷﾞｰ・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入等によりＣＯ２排出量を低減させつつ、
排出回避できないＣＯ２は、ＣＣＳやカーボンリサイクルに加え、J-クレジットなども活用する必要

→

森林J-クレジットと資金の地域循環の実現

大分県

森林づくりマスコットキャラクター

もりりん

こうした枠組みの協定は全国初

<21>



（２）－② 県内・九州地域のCNなどへの貢献

「海の森づくり」(鉄鋼スラグによる藻場再生)
• 日本製鉄では、磯焼けの原因の一つとされる鉄分不足を解消して豊かな海を取り戻すため、

鉄鋼スラグで藻場を再生する「海の森づくり」に取り組んでいる

→ ブルーカーボン生態系を育み、ＣО２吸収を促進

★ 県内では、県漁協の上入津支店・下入津支店・香々地支店とともに、実証実験中

出所） 日本製鉄株式会社 広報誌 「季刊 ニッポンスチール Vol21」 （2024.10.25 発行） より

22
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（２）－② 県内・九州地域のCNなどへの貢献

大分コンビナートと津久見地域との連携
• メタネーションなどの検討を進めている津久見PtG研究会との連携を推進

①津久見PtG研究会と大分ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ企業協議会
との意見交換会（R6.3.25）

「ｸﾞﾘｰﾝ･ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄおおいた推進構想」や津久見PtG

研究会の活動内容・構成企業等の脱炭素の取組を

説明の上、今後の連携に向けて意見交換

②津久見PtG研究会主催の視察・情報交換会への
参画（R6.12.12 山陽小野田市 ※太平洋ﾏﾃﾘｱﾙ）
太平洋マテリアルで実施中のGI基金事業（※）を視察、
「グリーン・コンビナートおおいた」の取組や周辺地
域（津久見）との連携について意見交換

（※）セメント製造プロセスにおいて、原料由来のCO2の大半
が発生する仮焼炉（燃焼装置）からのCO2を、効率的に回収す
る「CO2回収型仮焼炉」を開発

23

写真

〇津久見PtG研究会
・メタネーション事業の企業誘致に向けた、課題の抽出、最新情報の共有、実証モデル構築 等
＜会長＞津久見商工会議所会頭（事務局：津久見商工会議所）
＜メンバー＞太平洋セメント、九州電力、日立造船、東芝ＥＳ、県、津久見市 等

<23>



（２）－③ 県外コンビナート地域等との連携

水素等の受入・供給に関する検討が進む主要地域 出所）野村総合研究所HPより作成（一部、大分県工業振興課 加筆）

（https://www.nri.com/jp/knowledge/blog/lst/2024/mcs/mcs_blog/0828_1）

国FS  ⑧

国FS③

国FS ⑥

国FS ② 国FS ⑦
北海道･千歳

市内のグリーン水素供給および道内他地域
との連携を見据えたインフラ整備の検討概要

三菱商事、高砂熱学工業、エア・ウォータープレーヤー

香川県･坂出
番の州コンビナートにおける水素利活
用および水素ネットワーク形成を検討概要

川崎重工業プレーヤー

国FS④

国FS ⑤

「国ＦＳ」＝ 「令和6年度 水素等供給基盤整備事業（ＦＳ）」 採択案件 【全１０案件】

上図①～⑧のほか、実施地域を非公表としている２案件あり： ⑨水素導入促進に係る実現可能性調査（川崎重工業） ⑩液化水素実現可能性調査（川崎重工業、日本製鉄）

国FS ①

24

ENEOS、クラサスケミカル、日本製鉄、
九州電力 等

「水素・アンモニア等の次世代エネルギー普及に向けた国内における展望（R6.8.28）

<24>

https://www.nri.com/jp/knowledge/blog/lst/2024/mcs/mcs_blog/0828_1


（２）－③ 県外コンビナート地域等との連携

北九州市響灘臨海エリアを中心とした水素・アンモニアの
商用サプライチェーン構築実現可能性調査（R6.6.3）

25
出所）福岡県水素拠点化推進協議会HPより作成（ https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/001091107.pdf）

<25>

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/001091107.pdf


（２）－③ 県外コンビナート地域等との連携

資源循環型社会九州モデル構築のための共同事業体の形成
• クラサスケミカルと九州大学グリーンテクノロジー研究教育センター、丸紅、三井住友信託
銀行が、資源純化型社会九州モデル構築のための共同事業体「知の拠点」を形成（R6.1.9）

※九州の各地域で排出される廃棄物や未利用資源を活用する、九州初の地産地消型プロセスを
確立すべく、課題を抽出・整理し、解決するための「協議の場」

出所）(株)レゾナックHP（https://www.resonac.com/jp/news/2024/02/05/2884.html）

九州大学HP（https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/notices/view/2599/）より作成

26・九州地域は首都圏と比較し人口密度が低く、廃プラスチック等の資源が分散していることから、
各エリアごとに収集・油化し、これを大分コンビナートに運搬・集約してケミカルリサイクルする。

<26>

https://www.resonac.com/jp/news/2024/02/05/2884.html
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（２）－③ 県外コンビナート地域等との連携

バイオマス製品事業の協業

出所）(株)レゾナックHPより作成

https://www.resonac.com/jp/news/2024/05/28/3088.html27

• クラサスケミカルと丸紅が、フィンランドのバイオマス燃料製造会社 Neste Corporation
とともに、クラサスケミカル大分コンビナートにおけるバイオマス原料由来のエチレンや
プロピレンなどの製品製造に向けた協業を開始（R6.6～ 受注生産）

※バイオマス原料由来：使用済み植物油、残渣油など再生可能な原材料から製造

<27>
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（２）－③ 県外コンビナート地域等との連携

先進地視察（水素調達・ケミカルリサイクル等）

28

Hy touch神戸視察／川崎重工業との意見交換（R6.10.22) 神戸製鋼所の高砂製作所 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型水素ｶﾞｽ供給ｼｽﾃﾑ視察／
意見交換（R6.10.22)

レゾナック川崎事業所 ケミカルリサイクル視察（R6.12.12) ENEOS中央技術研究所「合成燃料」製造実証プラント視察（R6.12.12)<28>



（２）－④ 水素保安規制等への対応

水素保安規制等に対する関係者の理解醸成

• 大分コンビナート企業協議会 規制緩和分科会を中心に、水素保安に関する勉強会を実施。

〇 水素保安の勉強会

29

： 令和７年１月２４日（金）

出所）経済産業省HPより作成（https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/suiso_hoan/pdf/20230313_1.pdf）
<29>
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（２）－⑤ 人材の確保・育成

GX人材の育成
• 将来のGX人材を育成していくため、小中学校や高校・大学での出前講座などを実施

ＥＮＥＯＳ株式会社
体験型子ども科学館 O-Laboでの小学生向けの出前授業、

製油所見学、大分市内中学生向けの出前講演を実施（R6.7～）

※蒸留実験、水素エネルギー・環境問題の説明

ＪＸ金属製錬株式会社
小学生の社会科見学、中学生向けの職場体験を実施（R6.6～）

※金属の熱伝導実験、溶媒抽出実験

JX金属製錬㈱ENEOS㈱

２ 高校・大学等における出前講座 等（例）
ＪＸ金属製錬株式会社

高校生向けのイベントにて

工場見学、科学実験を実施（R6.7）

※金属の熱伝導実験、溶媒抽出実験

九州電力株式会社
立命館アジア太平洋大学にて、

「カーボンニュートラル実現に向けた取組み」をテーマとした

特別講座を１４回に渡って実施（R6.10～）

１ 小中学校における出前授業 等（例）
住友化学株式会社

鶴崎小学校、川添小学校、三佐小学校にて

化学実験を実施（R6.11～）

※化学反応・状態変化をテーマとした実験

日本製鉄株式会社
舞鶴小学校、津留小学校、東大分小学校、日岡小学校、

桃園小学校にて科学実験を実施（R6.11～）

※化学反応・状態変化をテーマとした実験

九州電力㈱日本製鉄㈱住友化学㈱ 30
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〇その他

国への要望活動①
• 「グリーン・コンビナートおおいた」推進構想の実現に向けた要望活動を展開

資源エネルギー庁村瀬長官（R6.6.11）

大分県

<31>



〇その他

国への要望活動②
• 全国知事会、全国石油コンビナート立地道府県協議会でも、関連の提案・要望を取りまとめ

32

全国知事会（R6.8.1〜2）

〇令和7年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（抜粋）

・水素エネルギー普及・導入拡大の加速化
グリーン水素をはじめとするCO2フリー水素や副生水素の利活用などについて、広域的かつ戦略的な取組を推進する

自治体との十分な連携及び財源措置に積極的に取り組むこと。

・エネルギーに係る多様なインフラ整備
カーボンニュートラルコンビナート及びカーボンニュートラルポート整備について、国として主導的な役割を果たし、

積極的に実施すること。

全国石油コンビナート立地道府県協議会（R6.7.12）

〇令和７年度に向けた国の施策・予算に関する提案・要望書（抜粋）

・生産設備への投資等に対する支援強化
水素やアンモニア等の脱炭素エネルギーの効率的な利活用や、そのサプライチェーンの構築に向けた供給拠点等の

インフラ整備等に対する財政的支援、既存原燃料との価格差を踏まえた財政的支援について、予算規模を大幅に拡充
の上、継続的な財政措置を図ること。加えて、脱炭素に向けた研究開発・実証実験に対しても、支援の充実強化を図
ること

・企業間連携等の取組に対する支援強化
コンビナートのカーボンニュートラル化に向けて、水素・ アンモニア等の供給拠点の形成や、エネルギー需給構造

や産業構造の転換、ＣＯ２回収・貯留・利活用の実現に向けた企業間連携や自治体と民間企業等との官民連携による
取組への積極的な支援を行うこと。

<32>



〇その他

「グリーン・コンビナートおおいた推進構想」のPR活動
• あらゆる機会を捉えて「グリーン・コンビナートおおいた推進構想」を説明（理解促進）

33

〇大分大学産学交流振興会（GX講演会）

日時：令和6年7月31日（水）14:40～18:30

場所：大分大学 旦野原キャンパス

参加者：大分大学産学交流振興会の会員企業、非会員企業 等（約100名）

※日本製鉄「日本製鉄のカーボンニュートラルへの取り組み」

※大分大学「先端技術・GX研究センターを軸とした大分大学理工学部の機能強化と地域連携」

〇コンビナート都市連携シンポジウム

日時：令和6年10月23日（水）14:00～16:30

主催：産業・環境創造リエゾンセンター

場所：川崎市産業振興会館

参加者：コンビナート立地県、企業 等（約100名）

〇環黄海経済・技術交流会議

日時：令和6年11月14日（木）13:00～17:30

場所：APU ミレニアムホール

参加者：九州・韓国・中国 ３国の代表団（約300名）
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〇その他

「グリーン・コンビナートおおいた」の実現に向けた財政支援（大分県）

34

企業のFS支援

県実施のFS
(33,000千円）

国補助活用のＦＳ・実証等に対する上乗せ支援
・自己負担額の1/2、上限40,000千円

企業の実証等支援

NEDO補助の活用

ＧＩ基金（国：２兆円）の活用
※グリーン・イノベーション基金

「拠点」整備支援（国）

ＧＸ投資促進補助金

〔補助対象〕
・水素供給、ＣＯ2の利活用
などＧＸ推進に資する投資

※投資額 １０億円以上
※共用/単独のインフラ整備
※国補助と併用可

〔補助率〕

（土地・建物＋設備）×1/3

〔補助上限〕

・１０億円/社

〔要件〕
・雇用増 又は 雇用維持

・水素等供給基盤整備事業（エネ庁：R６予算 15億円）
企業コンソのFS支援（国 1/3）

フィジビリティ・スタディ（FS) 研究開発・実証事業 設備投資

・補助率1/2、上限10,000千円

上乗せ

県単 県単

県単

県単

・補助率1/2、上限20,000千円
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